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住宅用火災警報器の普及率調査について 

 

住宅防火対策につきましては、平素から特段のご高配を賜り、厚く御礼申

し上げます。 

今般、各都道府県・市町村における住宅用火災警報器（以下「住警器」と

いう。）の普及率について、下記のとおり調査することとしましたので、御

協力いただきますようお願いします。 

また、各都道府県消防防災主管部長にあっては、貴都道府県内の消防本部

等に対しても、この旨御周知いただくようお願いします。 

 

                記 

１ 調査の内容 

各都道府県及び市町村（消防本部を置く場合は消防本部）において、住警

器設置の有無に関するアンケート等調査を既に実施している場合の当該調

査結果を調査します（本調査は、既に実施したものを対象としており、改め

てアンケート等を行う必要はありません。）。 
 
２ 調査票・集計表の記入方法 

【別添１】の調査要領に従って記入して下さい。 
 
３ 回答様式 

(1) 市町村（消防本部を置く場合は消防本部） 

【別添２】の調査票に記入願います。 

(2) 都道府県 

【別添２】の調査票、【別添３】の集計表（（１）の調査票の回答結

果を集計（東京消防庁・政令市分も含めてお願いします。）するもの）

に記入願います。 
 
４ 回答先・回答期限等について 

平成 20 年 5 月 27 日（火）17:00 までに、調査票及び集計表の電子ファイル

を、下記担当メールアドレスまでファイル添付して送信してください。 

＜連絡先・回答先＞ 

総務省消防庁予防課予防係 地下(じげ)、渡邊、伊藤

tel：03-5253-7523 e-mail:k10.itou@soumu.go.jp  

 



【別添１】 

住宅用火災警報器普及率調査要領 

 

１．調査の概要 

 これまでに実施された住宅用火災警報器（以下「住警器」という。）設置の有

無に関するアンケート等の調査結果を収集・集計するもの（改めてアンケート等

を行う必要はない。）。 

 

２．作業の概要 

（1）都道府県 

① 市町村（消防本部を置く場合は消防本部。東京消防庁及び政令市消防本部もこ

こでいう「市町村」に含む。以下、「市町村」という場合は同じ。）に調査票【別

添２】の記載を依頼（作業上併せて【別添３】も参考送付することが必要）。 

② 調査票【別添２】を自らも記入。 

③ 市町村から調査票【別添２】を回収。 

④ ③の調査票を集計表【別添３】により集計。 

⑤ ②の調査票、③の調査票、④の集計表の３点を消防庁に電子ファイルで送付。 

（2）市町村 

① 都道府県から(1)①の依頼を受け、調査票【別添２】に記入。 

② ①の調査票を都道府県に電子ファイルで送付（(1)③に該当）。 

 

３．調査票【別添２】の作成方法 

（1）記入対象の分担 

 都道府県が実施した調査結果は都道府県が記入（(1)②に該当）し、その他の調

査結果（市町村が実施したものや、町内会等が実施したもので市町村が把握して

いるもの）は市町村が記入（(2)①に該当）する。 

（2）記入方法（都道府県、市町村共通） 

ｱ）該当調査がない場合 

① 管轄全域世帯数を【別添３】から [AC 列 12 行] に転記。 

※【別添３】には平成 17 年国勢調査結果（１の市町村が複数消防本部管轄

である場合は、消防便覧等に記載の世帯数情報を用いて消防庁で管轄地域

毎に世帯数を割り振っている（都道府県単位で合計すると平成 17 年国勢

調査結果に一致するよう割り振り）。）が記載されている。 

※【別添３】と異なる値を記入しようとする場合、４.(3)の調整が可能かど

うか都道府県に相談することが必要となる。調整できない場合は【別添３】

の値をそのまま転記すればよい。 

② 管轄地域での既存住宅への適用開始時期（年月）を【別添３】から [F 列 12

行]、[G 列 12 行] に転記。 



※ 月は日を十四捨十五入して入力。つまり、例えば５月 15 日から６月 14

日までが６月となる。なお、【別添３】に記載の値は消防庁で予め十四捨

十五入したもの。 

※ 都道府県については、消防庁で各市町村の世帯数で加重平均をとった値

を【別添３】の [F 列 3 行]、[G 列 3 行] に記入している。 

③ [T 列 12 行] に地方公共団体名（都道府県名又は市町村名、消防本部名）を

記入して作業終了（他の欄は空欄でよい。）。 

ｲ）該当調査がある場合 

① ｱ)①と同じ。 

② ｱ)②と同じ。 

③ 該当調査について、以下に注意の上、別紙１「記入例」を参考に記入する。 

注１）黄色で着色しているセルのみ記入すればよく、水色で着色のセルは自

動計算される。 

注２）管轄地域内の一部地区のみが対象である調査については、「地区調査」

の表に記入し、これ以外の調査（つまり特に対象エリアが限定されな

い調査。居住地が特定できない街頭調査等もこれに該当すると考えら

れる。）については「管轄全域調査」の表に記入する。 

注３）「管轄全域調査」と「地区調査」の両方の該当調査結果がある場合に

は両方記入し、いずれか一方しかない場合は他方は空欄でよい。 

注４）「管轄全域調査」に記入する場合は、必ず調査時点が直近のものから

順に記載することが必要。 

注５）「地区調査」の「対象世帯」欄（I列）に記入する場合は、調査対象地

区全体の世帯数（調査票を配布した世帯数ではない。）を記入する。ま

た、この数値は概数で構わない。 

注６）「うち設置済み」欄（M列）には、義務化対象の部屋全てに住警器（自

動火災報知設備の感知器を含む。）を設置したと答えた世帯数を記入す

ること、つまり、既に義務適合している世帯数を記入することを原則

とする。一方、例えば一個でも設置しているかどうかを尋ねている調

査など、この原則によらない調査結果しかない場合はそのまま世帯数

を記入して構わない（その場合は『注７）』に従って係数欄（Q 列）を

使用して適宜補正することも可能。）。なお、入力値の選定例を 別紙２ 

に示しているので参考とされたい。 

注７）係数欄（Q 列）は、必要な場合のみ記入する。基本的に空欄で構わな

い。なお、当該欄を記入した場合には、直右欄（R列）に係数設定の考

え方を記入例を参考に簡潔に記入する。 

注８）調査票は各々の時点で実施された調査結果から統一時点（今回は平成

20 年６月）での普及率を自動計算するためのものである。詳細は必要

に応じて 別紙３「推計の考え方」を参考とされたい。 



④ [T 列 12 行] に地方公共団体名（都道府県名又は市町村名、消防本部名）を

記入し、[AF 列 12 行] が算出されていることを確認して作業終了。 

 

４．集計表【別添３】の作成方法 

（1）記入対象の分担 

 都道府県が作成する。 

（2）記入方法 

① 市町村から回収した調査票【別添２】の 12 行目（A 列に☆印が付されている

行）をコピーする。 

② 集計表【別添３】の該当行に行ごと貼り付け（形式を選択して値のみ貼り付け）

る。 

③ 上記①、②の作業を各市町村分実施する（佐賀県の伊万里市消防本部の管轄で

ある長崎県松浦市旧福島町の区域については、佐賀県として集計し、長崎県は

この区域を除いて集計する。）。 

④ 上記①、②と同様の作業を、都道府県が自ら作成した調査票【別添２】につい

ても行う。 

⑤ 集計表【別添３】（AC 列 2 行）及び（AC 列 5 行）に「↓ＯＫ」と表示されてい

る場合は作業終了。「↓要チェック」と表示されている場合は、(3)に示す調整

方法に従って「↓ＯＫ」と表示されるよう世帯数を修正する。 

（3）調整方法 

 「↓要チェック」と表示される場合は、各市町村の世帯数合計が平成 17 年の国

勢調査結果に一致していないことになる。 

 集計表【別添３】（AC 列）に予め入力されている値は、平成 17 年国勢調査結果

を基本とし、１の市町村が複数の消防本部により管轄されている場合は、消防便

覧等に記載の世帯数情報を用いて消防庁で管轄地域毎に世帯数を割り振っている

（都道府県単位で合計すると平成 17 年国勢調査結果に一致するよう割り振り）も

のである。集計表【別添３】（AC 列）に予め入力されている値と異なる値で回答

している消防本部を探し、当該消防本部と平成 17 年 10 月時点の市町村を分割し

て管轄している消防本部との間で調整することになる。 

 まずは両消防本部に対して世帯数の合計値が集計表【別添３】（AC 列）に予め

入力されている値の合計値になるような値の設定を求める。その上で、両消防本

部間で調整できなかった場合は、集計表【別添３】（AC 列）に予め入力されてい

る値を採用するよう求めることとなる。 

 

５．都道府県から消防庁への回答方法 

下記の回答先に以下の３種類のデータを電子ファイルで添付して回答する。 

【回答ファイル】 

 ① 調査票【別添２】市町村記入分 



 ② 調査票【別添２】都道府県記入分 

 ③ 集計表【別添３】 

【回答先】総務省消防庁予防課予防係 伊藤 e-mail:k10.itou@soumu.go.jp 

【回答期限】平成 20 年 5 月 27 日（火）17:00（必着） 



住宅用火災警報器普及率調査票（記入例） 別紙１

※ 欄を記入して下さい。

【全国データ】 【前提条件設定】 ※ 欄は自動計算となっているため記入の必要はありません。

世帯数　Ａ 49,062,530 年 月 ※ 係数欄は、必要な場合のみ記入すればよく、基本的に空欄で構いません。

20 6 0
戸数　　B 1,187,288 19 1 -17 Ｄ

16 5 -49 Ｅ
【地方公共団体基礎データ】

☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 2.42% 23 6 36 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 ○○消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 1,000,000 ③両係数 普及率 31.0%
↑月は日を十四捨十五入して入力願います。 ↑平成17年国勢調査結果による。

管轄全域調査
対象世帯 係数

うち回収 合計普 普及率
うち設置済み 推計新築 推計既存 及戸数

普及戸数 普及戸数
新築 既存 新築 既存

年 月 Ｈ Ｇ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｎ Ｑ
注 19 3 -15 1,000,000 500 0 500 100 0 100 20.0% 20.0%

18 11 -19 1,000,000 200 0 200 50 0 50 25.0% 0.70 17.5%

17 5 -37 1,000,000 600 0 600 50 0 50 8.3% 8.3%

注）必ず調査時点が直近のものから順に記載願います。 ★ 単純直線計算で条例適用期限に100%を超える場合には、
　　条例適用期限に100%ちょうどになるよう補正

地区調査 ↓調査対象地区の世帯数（調査票配布世帯数ではない。）を記入。概数でよい。

対象世帯 係数
うち回収 合計普 普及率

うち設置済み 推計新築 推計既存 及戸数
普及戸数 普及戸数

新築 既存 新築 既存
年 月 Ｈ Ｇ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｎ Ｑ

19 3 -15 20,000 1,000 0 1,000 400 0 400 40.0% 0.80 32.0% 0.9% 80.0% 0.9% 80.0% 46.1% 686 8,907 9,593 48.0%

18 4 -26 50,000 2,000 0 2,000 300 0 300 15.0% 15.0% 0.7% 55.4% 0.7% 55.4% 32.0% 1,714 15,430 17,145 34.3%

17 9 -33 30,000 500 0 500 50 0 50 10.0% 10.0% 0.6% 53.1% 0.6% 53.1% 30.6% 1,028 8,873 9,901 33.0%

合計 100,000 3,428 33,210 36,639 36.6%

総合推計結果

① 全域調査のみデータがある場合 　 ② 地区調査のみデータがある場合 ③ 両方ともある場合 ④ 両方ともない場合
　（全域調査の結果をそのまま採用） 　 　（地区調査結果を管轄全域に引延し） （地区調査を実施した地区の普及率は地区調査の結果により、地区調査を実施していない地区の世帯の普及率は全域調査によることとする） （新築住宅分の普及率増のみで算出）

全体
地区調査実施地区地区調査非実施地区

住宅戸数 100,000 900,000
普及戸数 36,639 272,981
普及率 36.6% 30.3%

H20.6時点の推計H20.6
時点の
推計既
存分普
及率

年間新築増割合

住宅着工数（H15～19平均）

Ｐ＝Ｏを
単純直線

計算

月間既
存分普
及率増

Ｓ＝（G－
Ｒ）×Ｑ

××地区住民に郵送アンケート

調査時点

34,283

Ｓ＝（G－
Ｒ）×Ｑ

Ｔ＝
Ｒ＋Ｓ

住宅戸数
普及戸数
普及率

H20.6時点の推計

普及率

係数設定の考え方

火災予防運動イベント参加者を対象としたアン
ケートであり、防火意識が元々高い集団と考えら
れるため、実際の普及率は８割程度と考えた。

住宅戸数
普及戸数
普及率

Ｕ＝
Ｔ÷Ｇ

Ｒ＝Ｃから
算出

月間既
存分普
及率増

Ｐ＝H16.5
を０％とし
て計算

H20.6
時点の
推計既
存分普
及率

0.5% 46.7%46.7%

Ｔ＝
Ｒ＋Ｓ

30.3%303,312269,030

Ｕ＝
Ｔ÷Ｇ

Ｒ＝Ｃから
算出

H20.6
からの
経過月

H20.6からの経過月

Ｍ＝
Ｌ÷Ｊ

普及率が０％であったと想定した時期
H18.6着工住宅が平均的に入居されると想定した時期
推計時点

調査時点

Ｍ＝
Ｌ÷Ｊ

係数補
正後の
既存分
普及率
Ｏ＝

Ｍ×Ｎ

係数設定の考え方

住警器を１つでも設置しているかどうかについて
のアンケートであり、義務対象の部屋全てに設置
済みの世帯は７割程度と考えた。

H20.6
からの
経過月

○○地区住民に訪問アンケート

調査方式

普及戸数

△△地区の運動会参加者にアンケート

住宅戸数

係数補
正後の
既存分
普及率
Ｏ＝

Ｍ×Ｎ

調査方式

無作為抽出して郵送アンケート

イベント会場の来場者にアンケート

街頭アンケート

既存分
普及率

31.0%

補正後月
間既存分
普及率増

（Ｐを補
正★）

左記での
条例適用
期限の推
計既存分
普及率

既存分
普及率

1,000,000
309,620

0.5% 27.9%

左記補正
後の条例
適用期限
の推計既
存分普及

率

補正後月
間既存分
普及率増

（Ｐを補
正★）

左記補正
後の条例
適用期限
の推計既
存分普及

率

左記での
条例適用
期限の推
計既存分
普及率



別紙２ 

 

入力値の選定例（愛知県県政世論調査の場合） 

 

 平成 19 年愛知県県政世論調査において、以下の住警器の設置の有無を問うアン

ケート結果が得られている。 

 

 愛知県においては、法令基準に従い寝室と寝室からの避難経路となる階段には全

市町村で設置義務が課され、さらに台所にも設置義務を課している市町村が一部あ

るが、居間を含むその他の部屋にも設置義務を課している市町村はない。 

 

 この場合、全ての市町村で設置義務が課されている寝室に設置とした回答者 138

人をもって義務適合世帯数とみなすこととなる（台所は設置義務対象の場合とそう

でない場合があるので、台所に設置とした回答者数は義務適合世帯数を導き出すに

あたって利用できない。また、全ての住宅に存在する寝室と違って、階段・廊下は

そもそも存在しない場合が考えられるため、階段・廊下に設置とした回答者数も義

務適合世帯数を導き出すにあたって利用できない。）。 

 

 なお、設問では「住宅用火災警報器」の設置について問われており、共同住宅等

で自動火災報知設備の設置等により法令適合されている人がどう回答しているか

明確ではないが、そうした人も「住宅用火災警報器」が設置されているとして回答

しているものと見なして、寝室に設置とした回答者を義務適合世帯数と考える。 

(人) 
 

983 

 

420 

 

138 

 

137 

 

97 

 

38 

 

35 



 この場合の記入例は以下の通りとなる。 

 

 

 

【補足１】仮に台所が管轄地域全体で設置義務対象だった場合、どうすればよいか。 

 この場合、台所と寝室の両方の選択肢に該当とした回答者数が集計（つまりク

ロス集計）できれば、これが義務適合世帯数となる。 

 一方、クロス集計ができない場合には、回答者数が少ない方の選択肢の回答者

数をもって義務適合世帯数とする。つまり寝室に設置と回答した人は、それ以上

の回答者数がある台所にも設置と回答しているだろうとする考え方に立つ。 

 

 

【補足２】仮に居間も設置義務対象だった場合、どうすればよいか。 

 全ての住宅に居間があるという前提に立てば、居間に設置とした回答者 97 人が

設置義務適合世帯数となる。しかし、ワンルームタイプの他、居間がない住戸も

存在するわけであるから、やはりこの場合も寝室に設置とした回答者 138 人をも

って義務適合世帯数とすることとなる。 

 

 

【補足３】仮に「寝室」が選択肢に設けられていなかった場合、どうすればよいか。 

 下記のように「寝室」のデータが存在しないことになるが、その場合には管轄

地域全体で設置義務対象となり、かつ、全ての住宅に存在するものと前提付けて

よい部屋のデータがとれていない状況となる。 

 考えられる対応は、まず何らかの部屋に設置している割合を出し、これに係数

を与えて設置義務適合世帯数とする方法である。この場合、「設置していない」と

「無回答」の合計 1,018 人を総数 1,505 人から差し引いた 487 人がどこかに住警

器を設置している人となる。係数を 0.5 とすれば 243.5 人、四捨五入して 244 人

が設置義務適合世帯数となる。この場合の記入例は以下の通りとなる。 

 



別紙３ 

 

推計（自動計算）の考え方 

 

１．考え方の基本 

 各々の時点で実施された調査結果から統一時点（今回は平成 20 年６月）での普

及率を計算するものである。 

 このため、自動計算された結果は調査時点での結果より普及率が上昇する。 

 

２．管轄全域調査の推計の考え方 

① 既存と新築を分けて考える 

 新築住宅は既に義務化されているが、この新築分の普及率は既存分と分けて

考え、全国一律で平成 18 年 6 月から年率 2.42％（平成 17 年国勢調査の総世帯

数に占める H15～19 の住宅着工統計の平均年間住宅着工戸数の割合））で住警器

の設置済み世帯数が増加しているものとする。 

 調査票に記載される調査は各々の時点で実施されているが、その同時点での

新築分での設置済み世帯数を割り出し、これを調査結果の設置済み世帯数から

差し引いた値を既存分での設置済み世帯数とし、既存分普及率（P 列：調査時

点での既存住宅世帯数（L 列：調査時点での新築住宅数を総世帯数から差し引

いた値）に占める既存住宅での設置済み世帯数の割合）を算出する。 

② 係数で補正する 

 必要に応じて係数を設定して補正し、補正後の既存分普及率（U 列）を算出

する。 

③ 既存分普及率の月間増値（W列）を割り出す 

 管轄全域調査として記入する調査が２種類以上ある場合、それらの補正後既

存分普及率の直線近似で月間増の値を割り出す。 

 一方、管轄全域調査として記入する調査が１種類しかない場合には、便宜上

法改正交付時点である平成 16 年 5 月の普及率を 0％とし、そこからの補正後既

存分普及率の月間増の値を割り出す。 

④ 条例適用期限での既存分普及率の仮推計 

 調査時点が直近の調査（調査票の最上行（22 行）に記載する調査）の調査時

点及び補正後既存分普及率から、③で割り出した月間増の値で既存分普及率が

増加するものとし、条例での既存住宅での義務化開始時点での既存分普及率を

仮推計（X列）する。 

⑤ 統一時点での既存分普及率の本推計 

 上記④で 100％を超える値が算出される場合、条例での既存住宅での義務化

開始時点にちょうど 100％となる既存分普及率の月間増の値に修正（Y 列）し、

これをもって統一時点（今回は平成 20 年６月）での既存分普及率（AA 列）を



推計する。 

⑥ 新築・既存を合わせた普及率の推計 

 上記⑤の既存分普及率をもって既存分の普及戸数（AD 列）を算出する。新築

分は平成 18 年 6 月から年率 2.42％で増加すると考えて普及戸数（AC 列）を算

出し、合計して全体の普及戸数（AE 列）とする。これをもって普及率（AF 列）

を算出する。 

 

３．地区調査の推計の考え方 

 基本的には２．の管轄全域調査と同じで③のみ違いが生じる。地区調査につい

ては、管轄全域調査のように複数時点で調査されていることはあまり無いだろう

と考え、③後段のように調査が１種類しかないものとして月間増の値を算出して

いる。 

 なお、一つの地区において複数時点の調査結果がある場合、直近調査のみを記

述すれば良い。一方で、直近調査の値を記入するが、別シートに調査票をコピー

し、管轄全域調査表を使って複数調査で直線近似する月間増の値を割り出し、こ

れを調査票の地区調査表の（W列）に直接入力することも考えられる。 

 

４．総合推計結果の算出の考え方 

 管轄全域調査と地区調査のいずれか一方しかない場合、その結果を市町村全体

の結果とする。この場合、地区調査のみのケースでは単純に管轄全域の普及率が

地区調査の平均普及率と同じ値になっているものと考える。 

 管轄全域調査と地区調査の両方がある場合は、地区調査の実地地区の普及率は

地区調査の結果に従い、地区調査を実施していない地区の普及率は全域調査によ

ることとする。 

 なお、いずれも実施していない場合は新築住宅での普及戸数増のみが計上され

ることとなる。今回の場合は、平成 20 年６月時点であるので、普及率 3.4％とな

る。 
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住宅用火災警報器普及率調査票 【別添２】
※ 欄を記入して下さい。

【全国データ】 【前提条件設定】 ※ 欄は自動計算となっているため記入の必要はありません。

世帯数　Ａ 49,062,530 年 月 H20.6からの経過月 ※ 係数欄は、必要な場合のみ記入すればよく、基本的に空欄で構いません。

住宅着工数（H15～19平均） 20 6 0 推計時点
戸数　　B 1,187,288 19 1 -17 Ｄ H18.6着工住宅が平均的に入居される

16 5 -49 Ｅ 普及率が０％であった
年間新築増割 【消防本部基礎データ】

☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 2.42% Ｆ 管轄地域での既存住 地始時期 方公共団体名 管轄全域世帯数 Ｇ ④ 普及率 3.4%
↑月は日を十四捨十五入して入力願います。 ↑平成17年国勢調査結果による。

管轄全域調査

調査方式

対象世帯 係数既存分

係数設 え方

月間既係数補
左記で

うち回収H20.6 存分普正後の 合計普 普及率時点の
条例適用

間既存分 後の条例
うち設置済み 既存分 推計新築 推計既存 及戸数推計既及率増
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普及率増 適用期限

新築 既存
Ｋ Ｌ Ｎ

Ｍ＝
Ｌ÷Ｊ

定の考
普 普及戸数 普及戸数存分普Ｐ＝Ｏを及率

計既存分 （Ｐを補
の推計既

新築 Ｏ＝
Ｍ×Ｎ

単純直
計算

線
普及率

年 月 Ｈ Ｇ Ｉ Ｊ Ｑ 算出 Ｒ）×Ｑ Ｒ＋Ｓ Ｔ÷Ｇ率
注

注）必ず調査時点が直近のものから順に記載願いますのものから います。 ★ 単純直線計算で条例適用期限に100%を超える場合には 100 える には、
　　条例適用期限に100%ちょうどになるよう補正

地区調査 ↓調査対象地区の世帯数（調査票配布世帯数ではない。）を記入。概数でよい。

調査方式

対象世帯 係数既存分

係数設 え方

月間既係数補
うち回収H20.6 存分普正後の 合計普 普及率時点の間既存分

左記での
後の条例

うち設置済み 既存分 推計新築 推計既存 及戸数及率増 推計既普及率増
条例適用

適用期限

新築 既存
Ｋ Ｌ Ｎ

Ｍ＝
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年 月 Ｈ Ｇ Ｉ Ｊ Ｑ Ｒ）×Ｑ Ｒ＋Ｓ Ｔ÷Ｇ算出率
正★）

合計

総合推計結果

① 全域調査のみデータがある場合 　 ② 地区調査のみデータがある場合 ③ 場合両方ともある ④ 両方ともない場合
　（全域調査の結果をそのまま採用） 　 　（地区調査結果を管轄全域に引延し） （地区調査を実施した地区の普及率は地区調査の結果により、地区調査を実施していない地区の世帯の普及率は全域調査によることとする） （新築住宅分の普及率増のみで算出）

全体
地区調査実施地区地区調査非実施地区

住宅戸数 住宅戸数
普及戸数 普及戸数
普及率 普及率



住宅用火災警報器普及率調査集計表 【別添３】
↓ＯＫ

☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 22 1 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 北海道 管轄全域世帯数 Ｇ 2,368,892 普及率

↓ＯＫ
22 1 市町村平均年月 市町村合計 17国調世帯数

☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 札幌市消防局 管轄全域世帯数 Ｇ 833,796 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 函館市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 128,132 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 小樽市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 60,284 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 旭川市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 148,081 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 室蘭市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 45,214 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 釧路市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 86,101 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 帯広市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 73,429 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 夕張市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 6,242 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 苫小牧市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 72,741 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 美唄市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 11,832 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 芦別市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 8,210 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 江別市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 50,382 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 赤平市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 6,187 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 三笠市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 5,403 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 根室市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 12,154 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 千歳市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 35,786 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 歌志内市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 2,329 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 登別市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 21,480 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 恵庭市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 25,579 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 北広島市消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 22,009 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 森町消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 7,345 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 八雲町消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 7,981 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 長万部町消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 3,021 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 上砂川町消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 2,199 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 増毛町消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 2,384 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 白老町消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 8,536 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 西十勝消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 13 940 普及率

2,368,892

☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 西十勝消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 13,940 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 北十勝消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 22,778 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 西胆振消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 22,930 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 東十勝消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 17,212 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 石狩北部地区消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 30,574 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 渡島西部広域事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 11,040 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 上川南部消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 6,534 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 池北三町行政事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 8,373 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 南十勝消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 8,449 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 日高東部消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 11,178 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 日高中部消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 13,831 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 胆振東部消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 9,941 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 上川北部消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 18,364 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 遠軽地区広域組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 16,437 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 美幌・津別広域事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 11,350 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 網走地区消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 20,954 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 滝川地区広域消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 23,178 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 北見地区消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 58,710 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 南空知消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 15,575 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 深川地区消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 16,274 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 岩見沢地区消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 38,765 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 砂川地区広域消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 12,003 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 根室北部消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 20,023 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 士別地方消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 12,371 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 南渡島消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 29,702 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 21 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 斜里地区消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 9,696 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 羊蹄山ろく消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 15,442 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 大雪消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 10,349 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 21 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 北留萌消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 10,221 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 稚内地区消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 20,933 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 20 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 利尻礼文消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 4,216 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 21 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 南宗谷消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 6,879 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 紋別地区消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 17,919 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 日高西部消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 8,852 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 釧路北部消防事務組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 8,269 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 檜山広域行政組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 18,850 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 留萌消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 13,198 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 岩内・寿都地方消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 14,822 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 北後志消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 14 270 普及率☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 北後志消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 14,270 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 釧路東部消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 14,684 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 富良野地区消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 11,979 普及率
☆ Ｃ＝Ｂ÷Ａ 23 6 Ｆ 管轄地域での既存住宅への適用開始時期 地方公共団体名 上川中部消防組合消防本部 管轄全域世帯数 Ｇ 10,990 普及率
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